
1 徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備（徳島県全地域住宅計画）

平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 徳島県

『地域全体のセーフティネット機能の充実に向け、公営住宅の既存ストックの改善・有効活用とともに、ストック更新の円滑化等を図る。』
『大規模な地震災害等に対し、安全・安心な住環境を確保する。』
『低炭素社会の実現に向け、県産木材を活用した室の高い木造住宅の建設促進を図る。』

・居住水準の低い住戸の割合
・倒壊等の危険のある木造住宅のうち改修された戸数
・「徳島すぎ製材品」の供給を受けた長期優良住宅等の建設戸数
・出水による浸水被害

（H20当初） （H24末） ※中間目標は任意
① 県営住宅における最低居住面積水準未満世帯の解消推進のために改善すべき住戸の割合

② 県内において南海地震で倒壊等の危険があると診断された木造住宅のうち、県・市町村の補助を受けて改修された戸数

③ モデル事業により、「徳島すぎ製材品」の供給を受け建設された長期優良住宅等（木造住宅）の戸数

④ 河川における計画規模の降雨による出水により、浸水被害を受ける面積の合計　
目標値＝H22当初値×（当該年度未残事業費/H21未残事業費）

Ａ
a（提案事業）

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価の実施体制、実施時期

平成26年9月

徳島県公共事業評価検討委員会

徳島県ホームページ

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H20 H21 H22 H23 H24

1-A1-1 住宅 一般 徳島県 直/間 県 3,780

1-A1-2 河川 一般 徳島県 直接 県 300

小計（道路事業） 4,080

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H20 H21 H22 H23 H24

合計

番号 備考

269戸 － 900戸程度

－ － 10戸程度

事業者
省略

要素となる事業名

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

社会資本総合整備計画（地域住宅支援）　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

130百万円
効果促進事業費の割合

17.1%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施体制

番号

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者
全体事業費
（百万円）

9ha(H22当初） － 6ha

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
4,210百万円 Ｂ 0 Ｃ

要素となる事業名

（事業箇所）

19.0% － 17.0%

事後評価の実施時期

公表の方法

4,080百万円

589百万円

事業内容 市町村名
港湾・地区名工種 （延長・面積等）

地域住宅計画に基づく事業

住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業（新町川広域河川改修事業）

事業内容

公営住宅の既存ストックの改善等

橋梁架替、掘削、護岸



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業者 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H20 H21 H22 H23 H24

1-C-1 住宅 一般 徳島県 直接 県 県営住宅集約化事業 徳島市 130

合計 130

番号 備考

1-C-1 県営住宅建替予定敷地の取得を行うことにより、既存県営住宅の集約化の円滑化を図る。

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・県営住宅において、最低居住面積に満たない住宅の建替を進めることで、改善すべき住戸の割合が減少した。
Ⅰ定量的指標に関連する ・南海地震等で倒壊等の危険がある住宅の耐震化を行い、地震に強いまちづくりが進んだ。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・県産木材を使用した長期優良住宅の建設が促進された。

・河川改修を実施し、計画規模の降雨による出水に対し浸水被害を受ける面積が減少した。

最終目標値 17.0%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 17.0%

最終目標値 900戸
目標値と実績値 耐震診断・耐震改修に対し、県内全市町村で補助が行われ、県独自の支援施策である簡易改修の
に差が出た要因 実績は増加したが、本格改修について、当該改修費用が高くなることが要因と思われ、

最終実績値 835戸 建築士等による相談会やセミナーにより、情報提供を実施したが目標値に達しなかった。

最終目標値 10戸程度
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 9戸

最終目標値 6ha

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 4.1ha

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

・本計画後も引き続き社会資本整備総合交付金を活用し、良質な公営住宅のストックを形成していく。

・民間建築物の耐震化は防災安全交付金を活用して引き続き進めていく。

県営住宅集約化事業の用地取得

指標③（「徳島
すぎ製材品」の
供給を受けた長
期優良住宅等の
建設戸数）

指標①（居住水
準の低い住戸の
割合）

全体事業費
（百万円）

指標②（倒壊等
の危険のある木
造住宅のうち改
修された戸数）

指標④（河川に
おける計画規模
の降雨による出
水により、浸水
被害を受ける面
積の合計）

番号
省略

要素となる事業名 事業内容
市町村名

工種

一体的に実施することにより期待される効果



(参考図面)地域住宅支援
計 画 名 称

計 画 の 期 間 平成20年度～平成24年度（5年間） 交 付 対 象 　徳島県

1　徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備(徳島県全地域住宅計画)

（県内全域で実施）
1-A1-1 地域住宅計画に基づく事業
・公営住宅等整備事業
・公営住宅ストック総合改善事業

・公的賃貸住宅家賃低廉化事業
・公的賃貸住宅アスベスト改修事業

・住宅地区改良事業等

・県営住宅駐車場整備事業
・県営住宅建替推進事業

・木造住宅耐震化促進事業

・耐震リフォーム推進事業

・公共賃貸住宅インフォメーション事業
・県営住宅改善推進事業

・県営住宅集約化事業

・県営住宅管理システム整備事業
・離職者住宅家賃支援事業

・ゆとり・あんしん「徳島すぎの家」モデル事業

（徳島市内で実施）

1-C1-1
・県営住宅集約化事業



　（参考図面）　地域住宅支援

　　　平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 　徳島県
計画の名称
計画の期間

徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備
交付対象

吉野川

今切川

旧吉野川

1-A1-2 住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業
（新町川（園瀬川）広域河川改修事業）



（参考資料）

計画の名称 1 徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備(徳島県全地域住宅計画)

計画の期間 平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 徳島県交付対象

■主要な整備内容

整備後 県営住宅小松島団地

耐震改修（徳島県）

整備後 園瀬川河川改修（徳島県）
整備後

木造住宅の耐震改修（県下全域）

木造住宅耐震改修

整備後

県営住宅名東（東）団地の建替（徳島県）

整備後 徳島すぎのモデル住宅の整備

9棟（県下全域）

長期優良住宅の整備

県営住宅整備事業 県営住宅ストック総合改善事業

広域河川改修事業



（参考資料）

計画の名称 1 徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備（徳島県全地域住宅計画）

計画の期間 平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 徳島県

県営住宅新浜町団地建替工事 ５・６号棟
５号棟 ＲＣ造５階建 ３０戸 （平成２０年度）
６号棟 ＲＣ造５階建 ４０戸 （平成２２年度）

県営住宅名東（東）団地建替工事（平成２０年度）
５号棟　ＲＣ造４階建 １６戸

交付対象

■整備事例１：県営住宅整備事業



（参考資料）

計画の名称 1 徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備（徳島県全地域住宅計画）

計画の期間 平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 徳島県

県営住宅小松島団地１号棟耐震改修工事 （平成２３年度）
県営住宅金沢団地６・７号棟耐震改修工事 （平成２５年度） １号棟 ＲＣ造１０階建て １００戸
６号棟 ＲＣ造８階建て　６４戸
７号棟 ＲＣ造８階建て　８０戸

県営住宅羽ノ浦春日野団地２７・２８号棟耐震改修工事 （平成２３年度）
２７・２８号棟共 ＲＣ造５階建て ３０戸

交付対象

■整備事例２：県営住宅ストック総合改善事業



（参考資料）

計画の名称 1 徳島県における住宅セーフティネット機能の充実と安全・安心で豊かな住環境の整備（徳島県全地域住宅計画）

計画の期間 平成20年度　～　平成24年度　（5年間） 徳島県交付対象

■整備事例３：住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業（園瀬川広域河川改修事業）

整備前の平時 整備後


